	新

　　　　高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱（抜粋）

　　
第１条、第２条　略
  （資格審査）
第３条

１～２　略

３　資格審査を申請しようとする者は、次に掲げる書類を第１項の審査基準日（以下「審査基準日」という。）の翌年の１月31日（その日が日曜日若しくは土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条に規定する休日（以下この項において「日曜日等」という。）に当たるときは、その日後の直近の日曜日等以外の日）までに知事に提出しなければならない。ただし、知事が必要があると認めるときは、資格審査の申請期間を別に定めることができる。
　(１)～(４)　略
４　略

５　次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を申請するこ

とができない。

　(１)～(３)　略
(４)　 県内の市町村において個人住民税を特別徴収するべき

従業員がいる者(資格審査を初めて申請する者(以下この号

において「新規申請者」という。)を除く。)にあっては個

人住民税の特別徴収義務者として個人住民税の特別徴収を

していない者で当該市町村において個人住民税を特別徴収

するための手続を申請日までにしていないもの、県内の市

町村において個人住民税を特別徴収するべき従業員がいる
　

	旧

高知県建設工事競争入札参加資格審査要綱（抜粋）

　
第１条、第２条　略
  （資格審査）
第３条

１～２　略
３　資格審査を申請しようとする者は、次に掲げる書類を第１項の審査基準日（以下「審査基準日」という。）の翌年の１月31日（その日が日曜日若しくは土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条に規定する休日（以下この項において「日曜日等」という。）に当たるときは、その日後の直近の日曜日等以外の日）までに知事に提出しなければならない。

ただし書を追加
　(１)～(４)　略
４　略

５　次の各号のいずれかに該当する者は、資格審査を申請するこ

とができない。

　(１)～(３)　略
(４)　県内の市町村において個人住民税を特別徴収するべき
従業員がいる者にあっては個人住民税の特別徴収義務者
として個人住民税の特別徴収をしておらず、かつ、今後
個人住民税の特別徴収をする旨の誓約を申請日までにし
ない者、県内の市町村において個人住民税を特別徴収す
るべき従業員がいない者にあっては個人住民税を特別徴

収するべき従業員が生じたときに個人住民税の特別徴収

	　者のうち新規申請者のあっては個人住民税の特別徴収義務
者として個人住民税の特別徴収をする旨の誓約を申請日ま
でにしない者、県内の市町村において個人住民税を特別徴
収するべき従業員がいない者にあっては個人住民税を特別
徴収するべき従業員が生じたときに個人住民税の特別徴収
義務者として個人住民税の特別徴収をする旨の誓約を申請
日までにしない者、県内の市町村において新たに事業を開
始しているが個人住民税の特別徴収義務者に該当するか否
かの判断がされていない者にあっては個人住民税の特別徴
収義務者に該当することとなったとき（個人住民税を特別
徴収するべき従業員が生じたときを含む。）に個人住民税の
特別徴収義務者として個人住民税の特別徴収をする旨の誓
約を申請日までにしない者
(５)～(７)　略
(８)　次のいずれかに該当するものとして知事が認める者

ア　暴力団（高知県暴力団排除条例(平成22年高知県条例第

36号)第２条第1号に規定する暴力団をいう。以下この号

において同じ。）

イ　暴力団員等（高知県暴力団排除条例第２条第３号に規定

する暴力団員等をいう。以下この号において同じ。）

ウ　役員等（法人にあっては代表役員等及び一般役員であっ

て経営に事実上参加している者を、法人以外の団体にあっ

ては代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者

を、個人にあってはその者及びその使用人（支配人、本店

長、支店長その他いかなる名称を有するものであるかを問

わず、事業所の業務を統括する者（事業所の業務を統括す

る者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）

　　　をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員等に該当


	するべき従業員が生じたときに個人住民税の特別徴収義

務者として個人住民税の特別徴収をする旨の誓約を申請

日までにしない者
(５)～(７)　略
(８)を追加


	するもの
エ　役員等が、業務に関し、暴力団員等であることを知りな
がら当該者を使用し、または雇用しているもの

オ　暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関
与しているもの

カ　役員等が、自己、その属する法人等（法人その他の団体
をいう。）若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に危害
を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用
しているもの

キ　役員等が、いかなる名義をもってするかを問わず、暴力
団又は暴力団員等に対して、金銭、物品その他財産上の利
益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力
団の維持又は運営に協力し、又は関与しているもの
ク　役員等が、業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又
は運営に実質的に関与していると認められる業者であるこ
とを知りながら、これを利用しているもの

ケ　役員等が、県との契約に関し、暴力団又は暴力団員等が
経営又は運営に実質的に関与していると認められる業者で
あることを知りながら、これを利用しているもの

コ　アからクまでに掲げるもののほか、役員等が暴力団又は
暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているも
の
　第４条、第５条　略
　（入札参加資格の取消し）
第６条
(１)～(２)　略
　(３)　第３条第５項第５号から第８号までのいずれかに該当す

ることとなったとき。


	第４条、第５条　略

　（入札参加資格の取消し）
第６条
(１)～(２)　略
　(３)　第３条第５項第５号から第７号までのいずれかに該当す

ることとなったとき。



	(４)～(５)　略
第７条～第１０条　略

	(４)～(５)　略
第７条～第１０条　略



